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	事業の名称
	
	業　種
	

	所在地
	
	労働者数
	男　　　女　　　計　　　人

	事業主氏名
	
	事務担当者
	電話　　　（　　）　　　　　

	安全管理者
(安全衛生推進者)
職氏名
	
	衛生管理担当者
(衛生推進者)
職  氏　名
	

	安全・衛生委員会
	有 ・ 無
	委員の人数
	会社指名　　　 人、 労働者推薦　　　 人、 計　　　 人


１．過去３年間の労働災害の発生状況
	
	
	労働損失日数
	延労働時間数
	

	
	
	休業４日以上
	休業１～３日
	
	不休災害
	
	
	度数率
	強度率

	令和　年
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	令和　年
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	令和　年
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２．本年度の重点施策（項目）
	
	

	
	

	設備の改善（快適化）関係
	

	
	

	
	

	外国人労働災害防止関係
	

	交通労働災害防止対策関係
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６．安全衛生年間主要行事予定表
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	一般定期健康診断の実施
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	有害業務健康診断の実施
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	交通労働災害の防止対策
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ストレスチェックの実施
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



７．昨年の実績（○で囲む）
リスクアセスメントについて　　ア　実施した　　イ　実施していない　

参考事項

１　安全衛生管理体制について
（１）安全管理者の選任が必要な業種と規模
【業種】林業、鉱業、建設業、運送業、清掃業、製造業（(物の加工を含む)、電気業、ガス業、熱供給業、水道業、通信業、各種商品卸売業、家具・建具・じゅう器小売業、燃料小売業、旅館業、ゴルフ場業、自動車整備業及び機械修理業。
【規模】　50人以上の事業場

（２）衛生管理者、産業医を選任すべき業種と規模
【業種】全業種
【規模】50人以上の事業場

（３）報告
安全管理者、衛生管理者、産業医を選任又は変更したときは労働基準監督署へ様式第３号による報告書の提出が必要です。

（４）資格
　安全管理者は学歴に応じた一定の安全管理に関する実務経験と安全管理者選任時研修の受講が必要です。また、衛生管理者は衛生管理者免許の取得が必要です。

２　安全衛生委員会、衛生委員会
【業種】
安全管理者の選任が必要な業種は安全衛生委員会、それ以外の業種は衛生委員会の設置が必要です。
【規模】
50人以上の事業場

３　リスクアセスメントについて
　平成28年６月１日から化学物質のリスクアセスメントが義務化され、化学物質以外については、平成18年10月から安全管理者の選任が必要な業種について事業場の規模にかかわらず、安全に係るリスクアセスメントの実施が努力義務となっています。
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